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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結
累計期間

第58期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 83,289 72,355 164,733

経常利益（百万円） 7,324 3,232 12,413

四半期（当期）純利益（百万円） 4,561 988 6,638

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
2,916 675 4,624

純資産額（百万円） 100,824 99,048 99,870

総資産額（百万円） 132,501 130,619 134,917

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
69.76 15.26 101.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 64.1 63.4 62.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
10,504 4,759 18,872

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,030 △3,943 △8,448

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△980 △1,258 △1,280

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
30,679 32,325 32,663

　

回次
第58期

第２四半期連結
会計期間

第59期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
30.33 5.51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。

        ５．第58期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。 
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は72,355百万円と前年同期に比べ10,934百万円の減収（前年同期比

13.1％減）となりました。営業利益は3,464百万円（同53.2％減）、経常利益は3,232百万円（同55.9％減）、四半期

純利益は988百万円（同78.3％減）となりました。

　なお、セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①日　本 （売上）

 
　震災影響による四輪車メーカー各社の大幅減産により、19,117百万円と前年同期に比べ24.0％の　減

収となりました。

 （営業利益）

 
　原価低減効果はあったものの、震災による減収影響及び円高による為替影響などにより、1,146百万円

の損失となりました。

②北　米 （売上）

 
　震災影響による四輪車メーカーの大幅減産と円高による為替影響により、12,725百万円と前年同期に

比べ27.0%の減収となりました。

 （営業利益）

 
　原価低減効果はあったものの、震災による減収影響及び円高による為替影響などにより、136百万円の

損失となりました。　

③アジア （売上）

 

　アジア各国の二輪市場の好調による増産はありましたが、震災影響による中国・タイ等の四輪車　

メーカーの減産と円高による為替影響により、32,021百万円と前年同期に比べ2.3%の減収となりまし

た。

 （営業利益）　

 
　増収に伴う利益の増加及び原価低減効果はあったものの、震災による減収影響、円高による為替影響

及び材料市況の上昇影響などにより、3,453百万円と前年同期に比べ570百万円の減益となりました。

④南米・欧州 （売上）

 
　ブラジル二輪市場の好調による二輪車メーカー各社の増産により8,491百万円と前年同期に比べ

6.9％の増収となりました。

 （営業利益）　

 
　増収に伴う利益の増加はあったものの、円高による為替影響及び原価の上昇などにより961百万円と

前年同期に比べ221百万円の減益となりました。  　
　
(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純利益

及び減価償却費による資金の増加の一方、有形固定資産の取得等による資金の減少により、前連結会計年度末比338

百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には32,325百万円（前年同四半期末は30,679百万円）となっておりま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、4,759百万円の資金を得ております（前年同四半期は10,504百万円の収

入）。これは主に税金等調整前四半期純利益及び減価償却費によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、3,943百万円の資金を支出しております（前年同四半期は3,030百万円

の支出）。これは主に設備投資によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、1,258百万円の資金を支出しております（前年同四半期は980百万円の

支出）。これは主に配当金の支払いによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、3,029百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,452,143 65,452,143
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 65,452,143 65,452,143 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 65,452,143 －　 3,694 －　 3,419
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 22,682 34.65

大信産業株式会社 長野県上田市国分一丁目１番９号 3,368 5.14

シービーエヌワイユーエムビーファンド

（常任代理人　シティバンク銀行株式会

社）　

米国　カンザス　

（東京都品川区東品川二丁目３番14号）
2,816 4.30

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,726 4.16

宮下直也 長野県上田市 1,864 2.84

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）　

東京都千代田区平河町二丁目７番９号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
1,641 2.50

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌ

エイ　ロンドン　エス　エル　オムニバス　

アカウント

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）　

英国　ロンドン

（東京都中央区月島四丁目16番13号）
1,401 2.14

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,287 1.96

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイー

　ロープライス　ストツク　フアンド

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）　

米国　ボストン

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）
1,160 1.77

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号　晴海

アイランド トリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）

851 1.30

計 － 39,799 60.80

　（注）信託銀行各社の所有持株数は、全数が信託業務に係る株式であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式 　　818,800　　

　　
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式　64,611,300　

　
646,113 －

単元未満株式
普通株式　　　22,043　　　

　
－ －

発行済株式総数 65,452,143 － －

総株主の議決権 － 646,113 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権の数15個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日信工業株式会社
長野県上田市国分

840番地
390,000 － 390,000 0.60

吉田工業株式会社
長野県佐久市春日

2707番地
13,500 － 13,500 0.02

ＥＳＯＰ
長野県上田市国分

840番地
415,300 － 415,300 0.63

計 － 818,800 － 818,800 1.25

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 33,176 33,247

受取手形及び売掛金 22,119 21,139

有価証券 2,021 －

商品及び製品 4,114 3,460

仕掛品 2,161 2,204

原材料及び貯蔵品 11,600 12,227

その他 3,762 4,451

貸倒引当金 △15 △14

流動資産合計 78,938 76,712

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,760 9,831

機械装置及び運搬具（純額） 20,870 20,882

工具、器具及び備品（純額） 1,589 1,641

土地 5,466 5,533

リース資産（純額） 392 347

建設仮勘定 2,932 3,689

有形固定資産合計 41,008 41,923

無形固定資産 899 911

投資その他の資産

投資有価証券 13,043 10,102

その他 1,066 1,007

貸倒引当金 △37 △37

投資その他の資産合計 14,072 11,073

固定資産合計 55,978 53,907

資産合計 134,917 130,619
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,579 15,797

短期借入金 2,779 3,008

未払金 4,465 3,978

未払法人税等 787 411

引当金 90 715

その他 3,210 2,890

流動負債合計 28,911 26,799

固定負債

退職給付引当金 1,473 1,383

その他の引当金 17 0

資産除去債務 49 49

その他 4,596 3,340

固定負債合計 6,136 4,772

負債合計 35,047 31,572

純資産の部

株主資本

資本金 3,694 3,694

資本剰余金 3,419 3,419

利益剰余金 82,992 83,195

自己株式 △771 △1,127

株主資本合計 89,334 89,181

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,430 3,859

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 △10,159 △10,291

その他の包括利益累計額合計 △4,729 △6,432

少数株主持分 15,264 16,299

純資産合計 99,870 99,048

負債純資産合計 134,917 130,619
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 83,289 72,355

売上原価 71,229 63,534

売上総利益 12,061 8,821

販売費及び一般管理費 ※1
 4,664

※1
 5,357

営業利益 7,397 3,464

営業外収益

受取利息 255 380

受取配当金 117 144

持分法による投資利益 12 －

雑収入 145 253

営業外収益合計 530 777

営業外費用

支払利息 28 28

持分法による投資損失 － 476

為替差損 495 402

雑支出 80 104

営業外費用合計 603 1,010

経常利益 7,324 3,232

特別利益

固定資産売却益 7 11

貸倒引当金戻入額 7 －

特別利益合計 14 11

特別損失

固定資産売却損 27 0

固定資産廃棄損 35 27

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 43 －

災害による損失 － 127

特別損失合計 104 154

税金等調整前四半期純利益 7,234 3,089

法人税等 1,280 644

少数株主損益調整前四半期純利益 5,953 2,445

少数株主利益 1,392 1,457

四半期純利益 4,561 988

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

12/22



【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,953 2,445

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △687 △1,571

繰延ヘッジ損益 37 －

為替換算調整勘定 △2,318 △176

持分法適用会社に対する持分相当額 △69 △23

その他の包括利益合計 △3,037 △1,770

四半期包括利益 2,916 675

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,870 △715

少数株主に係る四半期包括利益 1,046 1,391
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,234 3,089

減価償却費 4,282 3,896

売上債権の増減額（△は増加） △495 778

たな卸資産の増減額（△は増加） △22 △224

仕入債務の増減額（△は減少） 1,482 △1,507

未払金の増減額（△は減少） △381 △231

その他 △804 △120

小計 11,297 5,680

利息及び配当金の受取額 381 533

利息の支払額 △27 △28

法人税等の支払額 △1,146 △1,426

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,504 4,759

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △701

定期預金の払戻による収入 328 297

有価証券の売却による収入 － 2,000

有形固定資産の取得による支出 △3,357 △5,496

有形固定資産の売却による収入 110 141

投資有価証券の取得による支出 △2 △202

その他 △110 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,030 △3,943

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △87 374

配当金の支払額 △458 △779

少数株主への配当金の支払額 △373 △356

自己株式の取得による支出 △0 △430

その他 △62 △67

財務活動によるキャッシュ・フロー △980 △1,258

現金及び現金同等物に係る換算差額 △437 105

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,057 △338

現金及び現金同等物の期首残高 24,622 32,663

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 30,679

※1
 32,325
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日

　　至　平成23年９月30日）　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

────── 　１. 保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、

債務保証を行っております。

　NISSIN SHOWA UK LTD.118百万円

計 118百万円

　　　　　　

２. 受取手形裏書譲渡高は、1百万円であります。 　２. 受取手形裏書譲渡高は、18百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

給与手当等  1,505

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

給与手当等  1,778

製品保証引当金繰入額  682

　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年９月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成23年９月30日現在）

 (百万円)

現金及び預金勘定  30,739

預入期間が３か月を超える定期預金  △227

有価証券勘定の内短期投資  168

現金及び現金同等物  30,679

 (百万円)

現金及び預金勘定  33,247

預入期間が３か月を超える定期預金  △922

現金及び現金同等物  32,325
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月27日

取締役会
普通株式 458 7 平成22年３月31日平成22年６月21日利益剰余金

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 785 12平成22年９月30日平成22年11月26日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月27日

取締役会
普通株式 779 12平成23年３月31日平成23年６月20日利益剰余金

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月27日

取締役会
普通株式 776 12平成23年９月30日平成23年11月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 25,141 17,434 32,769 7,945 83,289

セグメント間の内部売上高又

は振替高
18,819 350 2,084 48 21,301

計 43,959 17,785 34,853 7,994 104,591

セグメント利益 1,572 385 4,023 1,182 7,162

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：百万円）

利益 金額　

報告セグメント計 7,162

セグメント間取引消去 235

四半期連結損益計算書の営業利益 7,397

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

　

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。　　　
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 19,117 12,725 32,021 8,491 72,355

セグメント間の内部売上高又

は振替高
15,705 29 1,915 27 17,676

計 34,823 12,755 33,936 8,518 90,031

セグメント利益又は損失（△） △1,146 △136 3,453 961 3,132

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：百万円）

利益 金額　

報告セグメント計 3,132

セグメント間取引消去 333

四半期連結損益計算書の営業利益 3,464

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

　

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。　　　　
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　企業集団の事業の運営において重要な金融商品であるものは、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られないため、記載を省略しております。　

　　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものは、前連結会計年度の末日に比べて

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものとなっているデリバティブ取引は、該当事項がないため、記載を省略し

ております。　

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 69円76銭 15円26銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 4,561 988

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 4,561 988

普通株式の期中平均株式数（千株） 65,384 64,731

  　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　タイで発生しました洪水により、当社連結子会社である NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.は浸水などの直接

的被害は受けておりませんが、被災地域では被害を受けられた取引先等が多数あり、当該連結子会社の生産活動水

準は大幅に低下しております。また、被災地域からの部品供給の制約による取引先等の生産調整に伴い、タイ以外の

当社連結グループ会社の一部でも生産調整を行っております。

　なお、当該洪水が、今後の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に及ぼす影響については調査中であ

り、現時点で合理的に見積ることは困難であります。　

　

２【その他】

　当社は、当期（平成24年３月期）の中間配当について、下記のとおり取締役会の決議を行っております。

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月27日

取締役会
普通株式 776 12平成23年９月30日平成23年11月28日利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月10日

日信工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　禎良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日置　重樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信工業株式会

社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２３年７月１日

から平成２３年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信工業株式会社及び連結子会社の平成２３年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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